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 予算小委員会は、平成20年度における関係行政機関の地震に関する調査研究

予算等の事務の調整を効果的に実施するため、5月24日開催の第43回会合におい

て、関係省庁を対象に、地震調査研究の現状及び平成20年度以降における基本

構想についてヒアリングを行うとともに、特に重要と考えられる項目について、

議論を行った。 

 

地震調査研究推進本部は、地震による被害の軽減に資するという基本的目標

の下に地震調査研究に関する施策を策定しており、その施策は安全・安心な社

会構築に直接的、間接的に結びつくものである。科学技術基本計画（平成18年3

月28日閣議決定）においては、地震等の自然災害に対する科学技術の活用によ

り、安全・安心で質の高い生活の出来る国を実現することが今後の科学技術政

策の重要な理念の一つとして位置づけられている。また、長期戦略指針「イノ

ベーション２５」（平成19年6月1日閣議決定）においても、2025年の日本の姿

として、安全・安心な社会が掲げられ、早急に推進すべき「社会還元加速プロ

ジェクト」の一つとして、きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとと

もに災害対応に役立つ情報通信システムの構築が挙げられている。 

 

関係機関（関係行政機関、国立大学法人及び関係する独立行政法人をいう。

以下同じ。）は、このような点を改めて認識しつつ、平成11年4月に策定された

「地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推

進についての総合的かつ基本的な施策－」（以下「総合基本施策」という。）

に基づく諸施策、特に総合基本施策第３章「当面推進すべき地震調査研究」と

して示された事項を重点的に推進すべきである。 
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総合基本施策のうち、「当面推進すべき地震調査研究」の一番目に掲げられ

ている地震動予測地図の作成に関しては、主要98断層帯で発生する地震や海溝

型地震を対象とする長期評価等を踏まえ、平成17年3月に「全国を概観した地震

動予測地図」を作成し、一般に公開した。関係機関は、同地図の信頼性を一層

高めるとともに、同地図が地震防災についての意識啓発や具体的な取組に結び

つくよう、その高度化と普及に努力すべきである。 

 

また、「地震に関する基盤的調査観測計画」（平成9年8月、地震調査研究推

進本部）（以下「基盤計画」という。）については、地震調査研究の基盤をな

すものであり、同計画に基づく基盤的調査観測は、時間的、空間的にできるだ

け広い範囲を偏り無く行うことが求められる。一方で、現在、多くの観測機器

が更新時期を迎えつつあり、また、その維持管理の主な担い手は、自主性、自

律性がより求められる独立行政法人や国立大学法人となるなど、基盤計画をめ

ぐる状況は大きく変化している。 

関係機関は、基盤計画の重要性を踏まえ、既に設置された観測機器の維持及

び更新に必要な予算の確保に努めるべきである。 

さらに、基盤計画に加え、「今後の重点的調査観測について（－活断層で発

生する地震及び海溝型地震を対象とした重点的調査観測、活断層の今後の基盤

的調査観測の進め方－）」（平成17年8月、地震調査研究推進本部）において、

活断層で発生する地震及び海溝型地震を対象とした重点的な調査観測の進め方

やその対象候補を示すとともに、基盤的調査観測の一環としての活断層を対象

とした追加調査及び補完調査の進め方等も提示した。関係機関は、これらの計

画に基づき、調査観測を着実に推進すべきである。 

 

上に示した基盤的調査観測等によって得られたデータ等については、その結

果の流通・公開を進めていくことが重要である。このため、「地震に関する基

盤的調査観測等の結果の流通・公開について」（平成14年8月、調査観測計画部

会調査観測結果流通ＷＧ）や「機動的地震観測のデータ公開に関する方針」（平

成19年２月、調査観測計画部会）に示された今後の推進方策に基づき、今後と



も結果の流通・公開を着実に推進すべきである。 

 

関係機関は、相互に連携・協力し、これまで我が国が行ってきた地震・津波

に関する調査観測及び研究の成果を活かし、途上国等に対する国際貢献を進め

るとともに、地震調査研究の発展に向けて、海外の関係機関との協力を引き続

き推進するべきである。 

 

国立大学法人が行う調査観測・研究は、それぞれの法人の目標・理念や経営

戦略に則って実施されているが、国立大学法人は我が国における地震調査研究

及び地震防災対策の推進において、極めて重要な役割を担っている。このため、

国において、地震調査研究等を行う国立大学法人に対して必要な予算措置が講

じられるよう、十分な配慮がなされるべきである。特に、国立大学法人の保有

する観測機器は、老朽化が著しく、それらを適切に更新及び維持管理していく

ための予算措置に対しては、一層の配慮がなされるべきである。また、各国立

大学法人の内部においても、その位置づけの重要性に鑑みて、地震調査研究及

び地震防災対策の推進に係る予算の確保に努めることを期待する。 

 

以上の状況を踏まえ、平成20年度の地震調査研究関係予算要求において反映

すべき事項は、以下のとおりである。 

１．地震に関する調査観測の推進 

（１）基盤的調査観測の推進（設置してある観測機器の維持・更新を含む） 

（２）重点的な調査観測の推進 

２．地震の発生可能性の長期評価、強震動予測等を統合した「全国を概観し

た地震動予測地図」の高度化及びその活用法と普及の充実 

３．地震に関する調査観測・研究データの流通・公開の推進 

４．緊急地震速報の着実な運用と高度化及び利活用に関する取組の推進 

５．大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域及びその周辺

並びに東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に

基づく東南海・南海地震防災対策推進地域及びその周辺並びに日本海溝・



千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に

基づく、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域及びその周

辺における観測等の充実 

特に、東南海・南海地震に関しては、東海地震を含め、連動性も考慮し

た調査観測・研究の推進 

６．地震予知のための観測研究の推進 

７．地震調査観測及び研究における国際協力の戦略的推進 

８．地震調査研究の成果の活用にあたって必要とされる国民の理解のための

広報の実施、特に教育の場での取り組み等 

 なお、8月に行う予算小委員会での予算等の事務の調整においては、総合基本

施策との整合性に留意しつつ、特に以下の点に重点を置き、ヒアリングを行う

こととする。 

①基盤的調査観測及び重点的調査観測に関する取組（基盤計画に基づき設置

された観測機器の維持・更新に関する取組を含む） 

②地震防災に活かされる又は近い将来活かされると考えられる地震調査研究

の成果 

③「全国を概観した地震動予測地図」の高度化及びその活用法と普及の充実

に関する取組 

 関係機関においては、平成20年度の地震調査研究関係予算要求にあたり、こ

れらの事項を十分に反映されたい。 
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